
職員の営利企業への従事等の制限についての一部改正

職員の営利企業への従事等の制限について（平成12年５月９日付け職人第20号総務部長通知）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後

職員の営利企業への従事等の制限について

１～２ （略）

３（１）～（２） （略）

（３）ア 「その他全体の奉仕者たる公務員として適当でないと認め

られる場合」に該当する兼業先は、原則として別表のとお

りとします。

イ～ウ （略）

（新設）

職員の営利企業への従事等の制限について

１～２ （略）

３（１）～（２） （略）

（３）ア 「その他全体の奉仕者たる公務員として適当でないと認め

られる場合」に該当する兼業先は、原則として別表１及び

２のとおりとします。

イ～ウ （略）

エ 株式会社等の営利企業で従事する場合（無報酬の場合を除

く）は、人事課において、兼業の内容を確認し、従事の可

否を判断するため、事前に所属長を経由して人事課に相談

するものとします。



改正前 改正後

別表 別表１

類 型 ３(3)の該当、非該当の別

①～⑨ （略） （略）

⑩

株式会社、

合名会社等

の営利企業

原則として、３(3)に該当するものとする。

ただし、以下のいずれにも該当する場合

は、この限りではない。

① 県の出資法人等であって、その業務の全

部又は一部が地域の振興、住民の生活の向

上その他公共の福祉の増進に資するととも

に県の事務又は事業と密接な関連を有する

ものであるとき。

② 県がその施策の推進を図るため職員が役

員等（非常勤かつ無報酬に限る。）に就任

することが必要であると認められるとき。

類 型 ３(3)の該当、非該当の別

①～⑨ （略） （略）

⑩

株式会社、

合名会社等

の営利企業

原則として、３(3)に該当するものとする。

ただし、以下のいずれかに該当する場合

は、この限りではない。

① ア及びイのいずれにも該当する場合

ア 県の出資法人等であって、その業務の

全部又は一部が地域の振興、住民の生活

の向上その他公共の福祉の増進に資する

とともに県の事務又は事業と密接な関連

を有するものであるとき。

イ 県がその施策の推進を図るため職員が

役員等（非常勤かつ無報酬に限る。）に

就任することが必要であると認められる

とき。

② ア又はイのいずれかに該当する場合

ア 地域貢献活動や社会課題の解決に取り

組む活動に従事するとき。

イ 県や市町の政策として課題解決を図る

活動に従事するとき。



改正前 改正後

（新設） 別表２


